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Different Perspectives on Civil Law Education for University 
Freshers and Seniors
This paper is a report of the joint research undertaken in 2017 on 
practical Civil Law education, especially for freshmen. Students 
acquire some basic legal knowledge by attending law-related 
education and social science courses at junior and senior high schools 
before commencing full-time study of Law at university. However, 
the perspectives gained there are partially different from the 
viewpoints inculcated by formal Civil Law education at university. 
Also, while law-related education before university emphasizes the 
“formation of consensus,” legal education at university focuses on the 
“application of legal provisions.” Therefore, there is no link between 
law-related education and legal education. In this paper, we clarify 
such problems and identify a method which can aid in resolving 
these challenges in the delivery of legal education at university.
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（14） Alternative Dispute Resolution（代替的紛
争解決）の略。中立的な第三者が当事者間に
介入して紛争の解決を図るもので，紛争当事
者の合意の形成を目指す調整型ADR（調停・
あっせんなど）と第三者が判断を示して決着
をつける裁断型ADR（仲裁・裁定など）があり，
低廉な費用，簡易な手続，非公開手続による
紛争実体に則した柔軟な基準による妥当な解
決等のメリットが指摘される一方，当事者の
十分な主張・立証の欠如，厳格な法的判断の
回避などのデメリットが指摘される。中野貞
一郎ほか編『新民事訴訟法講義〔第３版〕』（有
斐閣，2018年）７頁以下。
（15） 民法では，当然ながら私的自治（意思自治）
は大原則として説明されるし，民事訴訟法に
おいても処分権主義が根幹であることは説か
れている。しかし，「意思」の重要性に比して「合
意」の重要性が改めて説かれる場面は少ない。
（16）  例えば，債務不履行は，当事者の一方が「任
意に」債務を履行しないこと（場合によっては，
任意に履行できないこと）から端を発する問
題であり，それに対して履行の強制という裁
判手続の利用が促される。つまり，「合意」が
守られないことが裁判手続への移行を生むの
だが，訴訟の発生原因はただ観念的に「債務
の不履行があった」との文言で済まされるた
め，そこに「意思」の影を把握することがで
きない学生が多く，訴訟で守るべき利益を形
式的にしか捉えられない場面が多々見られる。
（17）  例えば，所有権の移転時期はいつか，一括
払いと分割払いの違いによる所有権の取得時
期，引き渡しとの関係，登記の意味・内容，
手付とその働き・性質，第三者の権利，瑕疵
担保，危険負担等々，様々な問題を検討できる。
また，より発展的には，当該不動産上に賃借
人を設定することで，賃貸借契約をも学修さ
せることができる。
（18）  筆者と共同研究者である足立清人教授は，
これまで１年生を対象とした少人数教育にお
いて不動産取引実践を実施してきており，代
金の支払方法について，当初，現実には一般
的である住宅ローンの利用を前提としていた。
しかし，入学したての学生にとってみると，
不動産売買契約の相手方と，ローン契約の相
手方が異なるという仕組みを理解することか
ら始めなければならず，混乱を招くことが多々
あった。そこで，代金の支払いを現金一括払
いへ変更したところ，学生も，売買契約その
ものの理解に注力することが可能となったと
いう経緯がある。
（19）  交渉学においては，相手方を問題解決の協
力者として捉え，両当事者の抱える問題点に
焦点を当てて感情的問題を遠ざけることで，
より良い交渉が可能となることが指摘される。
参考として，フィッシャー＆ユーリー著（金
山宜夫ほか訳）『ハーバード流交渉術』（三笠
書房，1990年），法交渉学実務研究会・小島武
司編『法交渉学入門』（商事法務研究会，1991
年），和田仁孝『民事紛争交渉過程論』（信山
社，1991年），同『民事紛争処理論』（信山社，
1994年）など。
（20）  例えば民事訴訟法は，裁判手続の具体的内
容に関わる諸問題を学修するが，それと実践
学修の実施を結びつけることはなかなか容易
ではない。
